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株主の皆様におかれましては、日頃より格別のご高配を賜り
厚く御礼申し上げます。

2019年3月期は、売上高は10年連続、営業利益・経常利益
は4年連続で増加し、それぞれ過去最高を更新いたしました。
しかしながら、当初掲げた計画には届かず、株主の皆様のご
期待に沿えなかったことを誠に申し訳なく思っております。
また、製品戦略の変更に伴い、過去に開発した自社製品ソ
フトウェア資産を評価減し特別損失を計上することになった
ことにつきましても、心よりお詫び申し上げます。短期的に
は痛みを伴いますが、当社の中長期的な成長のためには必要
な判断だったと考えております。なにとぞご理解をいただき
たくお願い申し上げます。
上記特別損失の計上により当期純利益は予想を大きく下回
りましたが、当該損失は会計処理上の損失であり現金の支出
を伴うものではありませんので、配当は予定通り一株あたり
20円とさせていただきたく存じます。

2020年3月期は、当社が長年培ってきたメール配信性能の
技術優位性をさらに向上させるとともに、LINEでのパーソナラ
イズ配信システム「WEBCAS taLk」やショートメッセージ配信
システム「WEBCAS SMS」などのメッセージ配信ラインナップ
の機能強化を通して、顧客企業が最適なメッセージ配信がで
きるよう「WEBCAS」シリーズ全体の製品力向上に努めてまい
ります。

これらの取り組みにより、売上高は前期比14.5％増、営業
利益・経常利益は前期比20％増、当期純利益は前期比131％
増を計画しております。従来の高い成長性を取り戻すべく、
役職員一丸となって業務にまい進いたす所存です。

今後とも変わらぬご指導とご鞭撻を賜りますよう、よろしく
お願い申し上げます。

代表取締役

美濃 和男

株主の皆様へ
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1株当たり純資産額 1株当たり当期純利益

2017年4月に1株を2株に分割いたしました。1株当たり情報は、株式分割を反映し、遡及修正して表示してあります。
2018年3月期は、普通配当15.5円、記念配当2.5円の合計です。
2019年3月期までは実績。2020年3月期は予想。

※
※
※

1株当たりの配当実績と配当予想

財務ハイライト
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連結

現金及び預金

有利子負債

純資産

総資産

科目

758

−

1,364

1,688

24期（当期）
（2019年3月31日現在）

1,022

−

1,498

1,850

23期
（2018年3月31日現在）

単位：百万円 個別

現金及び預金

有利子負債

純資産

総資産

科目

697

−

1,347

1,612

24期（当期）
（2019年3月31日現在）

981

−

1,476

1,787

23期
（2018年3月31日現在）

単位：百万円

単位：百万円

2018年4月1日 2019年3月31日

現金及び
現金同等物の
期首残高
1,122

現金及び
現金同等物の
期末残高
845

財務活動による
キャッシュ・フロー
▲268

投資活動による
キャッシュ・フロー
▲217

営業活動による
キャッシュ・フロー

209

財務ハイライト

貸借対照表

連結キャッシュフロー計算書
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セグメント別の概況

売上高構成比

クラウドサービスが前年同期比8.8％増となるものの、見込んでいた
SaaSやライセンス販売の大型案件の一部が成就しませんでした。これら
の結果、売上高は1,282百万円（前年同期比4.4％増）、売上高総利益率
は69.1％（前年同期比△2.7ポイント）となりました。

アプリケーション事業

既存の大規模顧客からの需要が増加したことに加え、子会社FUCAが
以前より推進してきた営業施策および体制構築が奏功し、業績予想を上
回る結果となりました。これらの結果、売上高は305百万円（前年同期比
12.3％増）、売上高総利益率13.2％（前年同期比△3.2ポイント）となり
ました。

コンサルティング事業

当該セグメントは、社内エンジニアリソースをアプリケーション事業
における製品開発に集中させるため、従前より新規の営業活動は行って
おりません。その結果、売上高は14百万円（前年同期比35.4％減）、売上
高総利益率58.9％（前年同期比＋19.7ポイント）となりました。

オーターメイド開発事業

当該セグメントは、2018年9月1日より事業譲受により連結対象と
なった子会社「株式会社ままちゅ」が運営する自社ECサイト「べびちゅ」
が対象となります。売上高は100百万円、売上高総利益率は40.5％とな
りました。

EC事業

75.3％

18.0％

0.8％

5.9％
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「WEBCAS」で実現できること

多くの企業にとって、お客様の新規獲得やその後の長いお付き合いは“信頼関係を築けるか”が重
要なカギとなります。当社主力製品である「WEBCAS（ウェブキャス）」は、企業とお客様の信頼関係
を構築する「双方向コミュニケーション」を実践できるラインナップを揃えており、EC（通販）運営
企業、メーカー、生命保険、金融機関、官公庁など大手企業を中心に4,000社以上に導入いただいて
おります。
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トピックス

株式会社マルケトが提供する世界有数のエンゲージメントプラットフォーム「Marketo」の
大量メール一斉配信用のメール配信エンジンとして、当社の高速メール配信エンジンが採用
されることが決定いたしました。

「Marketo」の導入を検討する国内企業には、数十～数百万規模の顧客を抱える大手BtoC企業
が増えており、それらの企業は「顧客一人ひとりへのパーソナライズメール配信」と、多くの
顧客に一斉に情報を告知する「メルマガ一斉配信」の両方を行っているケースが多々あります。
「Marketo」は企業と顧客のエンゲージメントを高めることを目的としたプラットフォームであ
り、メールの大量一斉配信を行うシステムではないため、後者のニーズに応えるためのメール
配信性能を早急に高める必要がありました。そこで、日本特有のメール配信環境に精通し、
大量高速配信に強い当社のメール配信エンジンが選ばれました。当該連携ソリューションは、
2018年9月12日より販売開始されています。

「Marketo」のメール配信専用エンジンに採用されました

GMOリサーチ株式会社が提供する国内最大級のインターネットリサーチ用パネル「Japan 
Cloud Panel」を連携させたインターネットリサーチサービスを、2018年12月4日より提供開始
いたしました。これにより、クライアント企業のWebアンケート作成だけでなく、アンケート
回答者（モニター）を収集する段階からご支援できるようになりました。

インターネットリサーチサービスの提供を開始しました
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今後の取り組みQ＆A

メール配信システム「WEBCAS e-mail」のバージョンアップ

「WEBCAS e-mail」には、これまで海外現地からのメール配信を想定した多言語版があり、
特別な需要がある顧客企業にのみ海外配信専用システムを提供しておりました。今後は昨今
の訪日インバウンド需要に応えるべく、標準版のメール配信システムにおいても、いつでも
手軽に多様な言語で海外外国人向けメール配信が行えるよう全面的にバージョンアップいた
します。
また、操作画面を全面的にリニューアルしデザイン性を高めるとともに、メール本文（特に

HTMLメールの本文）を簡単に編集できる機能を新たに搭載いたします。

LINEメッセージ配信システム「WEBCAS taLk」のバージョンアップ

LINE株式会社は2019年4月18日より2019年8月19日までにLINE＠アカウントをLINE公式
アカウントにサービス統合し、それに伴い料金体系が変更となる発表をいたしました。これ
によりLINEを活用している企業ではLINEを利用するための月額基本料金は低額となるものの、
配信量に応じた従量課金制となるため、従来のLINEメッセージ一斉配信を大量に行っている
企業にとってはコスト増加要因となります。こうした背景からパーソナライズLINEメッセージ
配信の需要は今後ますます高まっていくことが予想されます。
そこで、パーソナライズLINEメッセージ配信システム「WEBCAS taLk」において会員データ
の連携パターンを拡充し、より多くの企業がスムーズに導入できるようバージョンアップ
いたします。

Q

A

2020年3月期は、どのような取り組みをしますか？

主に、以下の製品開発に取り組んでまいります。
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商号
所在地

設立
資本金
従業員数
グループ会社

証券番号
上場市場
Webサイト

※従業員数は2019年3月末現在

株式会社エイジア
東京都品川区西五反田7-20-9
KDX西五反田ビル4階
1995年4月
3億2,242万円
130名（連結、派遣社員含む）
株式会社FUCA
株式会社グリーゼ
株式会社ままちゅ
2352
東京証券取引所第一部
https://www.azia.jp/

代表取締役
専務取締役
常務取締役
監査等委員（取締役）
監査等委員（取締役）
監査等委員（取締役）

美濃　和男
中西　康治
北村　秀一
長山　裕一
川名　愛美
山口　里美

会社情報（2019年6月25日現在）

■会社概要 ■役員

新任監査等委員のご紹介

山口 里美
司法書士法人コスモ　代表社員
行政書士法人コスモ　代表社員
株式会社コスモホールディングス　代表取締役

＜経歴＞
1993年　6年の旅行会社勤務の後、司法書士資格を取得。
1997年　山口司法事務所を開業。
2003年　「司法書士法人プロネックス」設立。
2006年　「司法書士法人コスモ」と名称変更し、全国展開を始める。
2011年　「株式会社コスモホールディングス」を設立し、グループ化に着手。
2013年　「行政書士法人コスモ」設立。
2018年　「一般社団法人日本リレーションサポート協会」を設立、代表理事就任。

著書、メディア出演、
メディア掲載、自治体や
金融機関における講演、
セミナー実績多数。
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■所有者別株式分布状況

金融機関
17.44%個人その他　60.58%

自己名義株式　8.68%

その他の法人　4.27%

金融商品取引業者　2.66%

外国法人等　6.37%

株主名 持株数（株）持株比率（％）
日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）
美濃　和男
西田　徹
上田八木短資株式会社
北村　秀一
日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口5）
日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（株式付与ESOP信託口・75960口）
株式会社システムインテグレータ

286,400

214,474

164,400

115,300
111,300
100,000
79,700

77,200

71,274

65,600

7.11 

5.32 

4.08 

2.86 
2.76 
2.48 
1.97 

1.91 

1.76 

1.62 

■大株主の状況

（注）1.当社は、自己株式を382,971株保有しておりますが、上記大株主からは
除外しております。

2.持株比率は自己株式（382,971株）を控除して計算しております。なお、
日本マスタートラスト信託銀行（株式付与ESOP信託口・75960口）が所
有する当社株式71,274株は当該自己株式には含めておりません。

■株式の状況
発行可能株式総数
発行済株式の総数

株主数

普通株式　9,252,000株
普通株式　4,412,400株
（自己株式382,971株を含む） 
4,857名

株主インフォメーション

株式情報 （2019年3月末現在）

決算説明の動画を「IRTV」にて公開しております。
ぜひご覧ください。

https://www.azia.jp/ir/movie.html

決算説明動画

QRコードから最新の動画を
ご覧いただけます

決算情報や各種プレスリリースをメールにてお知らせ
いたします。配信をご希望の方は以下フォームより
ご登録ください。
https://www9.webcas.net/db/pub/keiki/ir_maimag/
create/input

IRメールマガジン

QRコードからも
メルマガ登録が可能です



株式に関する各種のお手続きについて
1.各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。
口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いでき
ませんのでご注意ください。

2.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

2352
毎年4月1日から翌年3月31日まで 
毎年6月開催
毎年3月31日 
電子公告の方法により、当社ホームページアドレス（https://www.azia.jp/）に掲載いたします。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、日本経済
新聞に掲載します。
三菱UFJ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081
新東京郵便局私書箱29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
0120-232-711（フリーダイヤル）

証券番号            
事業年度
定時株主総会
基準日
公告方法

株主名簿管理人
同事務取扱場所

郵便物送付先

電話照会先

株主メモ

株式会社エイジア
東京都品川区西五反田7-20-9　KDX西五反田ビル4階
TEL：03-6672-6788　URL：https://www.azia.jp/　MAIL：azia_ir@azia.co.jp
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